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研究ノート

公共施設における除染効果の持続性の確認及び 
将来の空間線量率の予測

日下部 一晃 1*、 渡邊 雅範 2、 西内 征司 1†、 山﨑 琢平 1‡、 井上 広海 1

【要　約】　2011年3月に発生した福島第一原子力発電所事故による放射性物質の拡散に伴い、福島県を含む
広範囲が汚染された。除染や放射性物質の物理減衰等により、福島県内の空間線量率は着実に低減している
が、放射線被ばくに不安を持つ県民のため、生活圏における除染効果の持続性を確認するとともに、将来的
な空間線量率の推移を予測することで、安心に繋がる情報を提供することが重要となる。本報は、除染後の
公共施設における除染効果の持続性を継続的且つ詳細に確認するとともに、将来の空間線量率の推移を既存
のモデルによって予測できるか確認することを目的とした。福島県川俣町の除染後の公共施設の空間線量率
を2017～ 2021年にかけて定点調査及び歩行調査により測定し、施設毎の空間線量率の変化を定量的に明ら
かにした。また、実測値と木名瀬（2015）が報告した2成分1コンパートメントモデルによる計算値を比較し
予測精度を検討した。全ての調査対象施設において除染後の明らかな再汚染は起きておらず、除染効果が持
続していることがわかった。除染後の施設における将来の空間線量率の推移は、前述のモデルにより精度よ
く予測できることを確認した。
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